
令和４年度（2022 年）税制改正（賃上げ促進税制）  

 
令和 4 年度（2022 年）税制改正について、前回主な改正項目の概要をご紹介しましたが、

今回からそれらを個別に紹介いたします。 

 生産性の向上や経営基盤強化を国が支援する方法の一つとして、税制面で所得拡大促進

税制を拡充し、賃上げを高い水準で行い、また人的投資として教育訓練費を増加させた場合

に、給与等支給額の増加額の最大 40％を控除することとした上で、令和４年４月１日から令和

６年３月３１日までの間に開始する各事業年度に適用することとしました。 

現行制度に対して、改正案では積極的に賃上げ（または教育訓練）を促す制度に改正されています。 

右の図は上記の改正案の表を図式化したものになりま

す（経済産業省のパンフレットより）。 

 

 

大企業（資本金１億円超。またその子会社等含む）向

けは、中小企業者等向けに比べ適用要件が若干厳しく、

また「継続雇用者」の要素が復活しました。 

・対象となる給与支給額の定義の変更 

新規雇用者給与等 → 継続雇用者給与等 

・継続雇用者給与の増加率 

通常措置  前年度比 3%以上増加で、 

      雇用者全体の賃上げ額の 15%控除 

上乗せ措置① 同 4%以上増加で控除率＋10% 

上乗せ措置② 教育訓練費+20%以上増加で＋5% 

 

 

 現行制度 改正案（R４．４．１以降開始年度） 

通常
措置 

雇用者給与等支給額 前年度比＋1.5%以上 

 ⇒税額控除額 

 控除対象雇用者給与等支給増加額の 15%  

 現行制度と同じ 

 （1.5%以上増加で 15%の控除） 

 

上乗
せ措
置 

① 雇用者給与等支給額 前年度比＋2.5% 

② 教育訓練費 前年度比＋10％ 

③ 経営力向上計画の認定及び証明 

⇒税額控除の上乗せ 

 上記①に加え②or③の要件を満たす場合 

 通常措置＋10％ 

（通常 15％＋上乗せ 10％=25％） 

① 雇用者給与等支給額 前年度比 2.5%以上増加なら 

⇒税額控除額の上乗せが、通常措置に＋15% 

② 教育訓練費     前年度比 10%以上増加なら 

⇒税額控除額の上乗せが、通常措置に＋10％  

※①及び②を満たす場合 

上乗せ措置の①か②の両方を満たせばどちらも適用さ

れ、最大 40%控除となります。 

（通常 15%＋上乗せ①15%＋上乗せ②10%= 40%） 

控除
限度 

当期法人税額の 20%  現行制度と同じ 

＠４月の予定  

４/１１・３月分源泉所得税 

・住民税の特別徴収税額納付期限 

５/ ２・２月決算法人の確定申告 

・5,8,11 月決算の消費税及び地方消費税の中間申告 

 

《休業日》土曜・日曜・祝日 
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中小企業者等向け賃上げ促進税制（改正） 

 

大企業向けの制度の改正 

 


